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特集 カーボンニュートラル宣言が自動車業界にもたらすインパクトと広がるサービス市場

Ⅰ　新しいクルマ作り：自動車業界でソフトウエア開発機能が重要な理由
Ⅱ　ソフトウエア起点のクルマ作りの本質
Ⅲ　 新しいクルマ作り実現に向け日系自動車OEMに課せられた課題：二つの壁の存在／開発の

壁、ビジネスモデルの壁
Ⅳ　新しいクルマ作りに移行するために：向かうべき方向性

C O N T E N T S

要　約

1 新しいクルマ作りが求められる背景として、クルマの開発機能におけるソフトウエアの
重要性とソフトウエア開発を起点にしたアーキテクチャの抜本的見直しが挙げられる。

2 クルマ作りに対して全く異なる思考を持つGAFAやテスラの台頭により、自動車業界に
おいて地殻変動が起こり、ソフトウエアを起点としたクルマ作りが加速され始めた。

3 ソフトウエア起点の世界では、ソフトウエアの重要性が高まりクルマと日常生活や社会
との融合が今後急速に進む。新たな価値が多く創出され、カーボンニュートラル社会に
向けた価値も創出される。クルマ作りにおける肝は「ソフトウエアの手の内化／内製
化」であり、先行する自動車メーカーは既に専門体制を整備・強化しつつある。

4 新しいクルマ作りに移行する上で、アジャイル開発への移行とビジネスモデルのアップ
グレードが、日系自動車OEMへの障壁となって立ちはだかる。

5 「コア・ノンコア領域の振り分け」の考えを応用し、ウォーターフォールとアジャイル
開発の機能を適切に使い分けることが新しいクルマ作りに移行する上で重要になる。

6 CASE時代においてクルマのビジネスモデルはOPEX型へと移行する。その際、バリュ
ーチェーン上でフラグメント化されたステークホルダーの巻き込み、既存の枠組みにと
らわれないビジネススキームの構築が重要である。

7 新しいクルマ作りにおいて、ソフトとハードの両輪を適切に回しながら開発リソースを
段階的にソフトウエア側に移行することが今後の戦略上重要になる。大胆な思考と過去
にとらわれないマインドセットの改変がその過程において大切である。

高橋  主山本隆史

変わるクルマ作り
高まるソフトウエアの重要性と乗り越えるべき壁
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の概念がそのまま適用されることはまれであ
る。実際には、開発機能以外にも、ユーザー
側のニーズや急激な変化がもたらされている
競合状況など、さまざまな要素が相連なって
大きなうねりとなり、自動車業界に押し寄せ
ている。以下、ソフトウエアを中心とした

「新しいクルマ作り」の本質をいくつかの要
素に分解し、紹介する。

1 新しいクルマ作りの概要
ソフトウエアを中心においた新しいクルマ

作りは、大きく二つの大項目（開発環境の変
化、競合の変化）によって構成される。（図
1 ）。

一つ目の要素である「開発環境の変化」は
さらに二つの詳細項目（ソフトウエア機能の
高度化、アーキテクチャの変化）に分解され
る。「ソフトウエア機能の高度化」は、コッ
クピット周りのインフォテインメント注1系機
能やADAS（Advanced Driver-Assistance 
Systems：先進運転システム）、AD（Auto-
mated Driving：自動運転）などの進化によ
り、クルマ全体に搭載されるソフトウエア機
能の高度化・多様化がもたらされる。その結
果、2030年までにクルマ開発におけるソフト
ウエア市場は飛躍的に伸長（約6.4兆円）す
ることが予測されている。

さらに、搭載ソフトウエア・システム量が
肥大化、複雑化することで、クルマのアーキ
テクチャそのものの見直しが迫られている

（「アーキテクチャの変化」）。
二つ目の大項目である「競合の変化」は、

GoogleやAppleといった「ITジャイアントの
存在」、近年、飛躍的に電気自動車の販売台
数を伸ばす「テスラの存在」に要素が分解さ

Ⅰ	新しいクルマ作り：自動車業界で
	 ソフトウエア開発が重要な理由

2020年 3 月、トヨタ自動車の豊田章男氏は、
スマートシティのプラットフォームづくりに
向けてNTTとの業務資本提携を発表した記
者会見において、ソフトウエアを中心とした
開発プロセスの重要性を説いた。トヨタ自動
車のe-Palette構想やWoven City（ウーブン・
シティ）など、昨今、メディアの注目を集め
るプロジェクトの背景には、このソフトウエ
アを中心にした新しいクルマ作りの考え方が
ある。ハード開発に勢力が割かれた旧来の自
動車業界において、ソフトウエアを中心にし
たクルマ作りがもたらす影響は大きく、各国
主要自動車OEMはその対応策を急いでいる。

一般的に、アジャイル型で開発をするソフ
トウエアの開発スピードはハードに比べては
るかに速いので、ハードと一体型で開発する
ことがソフトの強みである開発のスピーディ
ーさを阻む制約になってしまう。そのため昨
今の自動車業界では、「ハードとソフトの分
離」という概念が普及し始めた。一般的な概
念として、ソフトとハードを分離して開発す
ることで、ソフトがもたらすスピーディーな
開発とそれに伴って向上した機能を、ハード
の制約によって阻害されることを防ぐ目的で
用いられる。

しかし、ソフトウエアを中心としたクルマ
作りを本質的に理解するためには、「ハード
とソフトの分離」のみの文脈ではいささか心
もとない。特に自動車というハードウエアの
中で複雑性と機能性、さらには安全性の担保
を最もシビアに要求される製品媒体におい
て、単純化された「ハードとソフトの分離」
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れる。前者はGoogleやAppleが彼らの強みで
あるコンシューマー向けデータ、デバイスビ
ジネスによって確保した顧客接点をレバレッ
ジし、インフォテインメント系機能から自動
車産業に本格的に入り込み始めている。

後者は、世界最大のEVメーカーであるテ
スラが電気自動車を普及させるべく、ソフト
ウエアを基軸としたクルマ開発手法を踏襲
し、ユーザーに価値を提供し続けるスキーム
が存在する。その結果、従来のクルマの売り
切り型のみならず、搭載機能のサブスク化に
よるOPEX型ビジネスの確立を実現している。

以降、上記構成要素を一つ一つ解説する。

2 開発環境の変化：ソフトウエア市場
 の推移とアーキテクチャの変化

開発環境の変化を理解する上で、まずは、
近年大幅に広まる自動車にかかわるソフトウ
エアの市場の全体像を見てみる（図 2 ）。

自動車業界でのソフトウエア市場は、2030

年には約6.4兆円の規模になると予測されて
おり、20年からの10年間で 2 倍以上に拡大す
ることになる。分野別に見ると、ADAS and 
AD領域（ドメイン）が伸長率、市場規模と
もに最も大きく、自動車ソフトウエア市場の
約半数を占める。自動運転やアドバンスドラ
イブシステムは自動車のソフトウエア開発の
中でも最も複雑であり、統合すべき機能が多
く、ソフトウエアで制御する数が必然的に多
くなるためである。

次いで、コネクテッドサービスに代表され
るインフォテインメント系である。これは車
載メーターやコックピットを通して、運転手
にさまざまなサービスを提供する上でコアと
なるドメインである。この領域でスマホコン
ピューターの覇者であるAppleやGoogleがそ
れぞれ「Apple Car Play」や「Google Auto-
motive Service」を展開して市場を牽引し始
め、各国の主要自動車OEMもこのインフォ
テインメント領域での差別化、機能向上によ

図1　新しいクルマ作りの構成要素

構成要素 詳細

新しい
クルマ作り

開発環境の
変化

競合の変化

ソフトウエア機能
の高度化

アーキテクチャ
の変化

IT ジャイアント
の存在

テスラの存在

● 自動車業界でのソフトウエア市場の伸長（6.4 兆円、2030年）
● インフォテインメント 、ADAS and AD機能の高度化
● 車載OS／ミドルウエア搭載によるハードの違いに依存しないソフトウ
エア 開発環境の整備

● クルマの機能の高度化・複雑化により、既存のアーキテクチャが限界に
● アーキテクチャの中央集権化・シンプル化
　 　 ✓ECU搭載数の削減、OTA機能の強化

● コックピット領域における高まるApple、Google の存在
　 　 ✓Apple Car Play、Google Automotive Service（GAS）
● 自動運転領域におけるテック系企業の存在
　 　 ✓Waymo（Alphabet）、ZOOX

● ソフトウエア起点のクルマ作りを実現する環境整備
　 　 ✓中央集権的アーキテクチャ
● OPEX型ビジネスの実現
　 　 ✓掲載機能のサブスク化による、リカーリング型ビジネスの実現

出所）各種公開情報を基に作成
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め、ソフトウエア開発効率が格段に上がる。
またHALを導入しているので、概念上はど
のような車種でも（ハードの制約によらずと
も）OS上でクルマのドメイン・機能ごとに
必要なソフトウエアの開発・更新が可能にな
る。

このOS／ミドルウエアを内製化開発する
動きは、昨今、活発化する兆しを見せてい
る。自動車OEM側では、フォルクスワーゲン
は「vw. OS」を、ダイムラーは「MB. OS」
を、トヨタ自動車は「Arene OS（アリーン
OS）」のコンセプトを策定し、既に開発に着
手している。彼らは、OS／ミドルウエアと
その上で動くソフトウエアツールを開発した
際にはそのOSを外販することを目論んでお
り、すべての車種でソフトウエアの開発がで
きる世界を目指している。またITジャイアン
ト側も、Googleが「Google Automotive OS」
を展開し、既にいくつかの自動車OEMとパ
ートナーシップを結んでいる（図 3 ）。

る新たなユーザー層の獲得に力を入れてい
る。

最後に注目すべきドメインとしてOS／ミ
ドルウエアが挙げられる。ソフトウエア全体
の中では構成比は小さいが、筆者はこの自動
車におけるOS／ミドルウエアが果たす機能
は非常に大きくなると推測する。機能向上に
よる開発の複雑性が増す中で、コンポーネン
トごとの個別管理から、ECU注2を統合化し、
ドメインごとにまたは主要機能ごとに管理す
るために、ハードの点数や複雑性を極力排除
し、中央集権的にワンストップで管理される
ことが望ましく、OS／ミドルウエアを導入
することで一気にそのコンセプトが実現され
得るからである。

OS／ミドルウエアは、各ハード製品が持
つ個別性や複雑性に影響を受けずにソフトウ
エアの開発を実現するため、通常HAL注3を
持つことが多い。つまり「ハードとソフトの
分離」を実現する強力なツールになり、開発
の効率化につながる。少し抽象化して述べる
と、従来はクルマのドメインごとに何十台も
PCが搭載され（ECU）ており、機能向上の
ために 1 台のPCごとにソフトウエアを書き
替えていた。PCが異常を起こして変更を強
いられる際は、同時にソフトウエアも書き換
えるなどの二度手間が発生していた。この事
象がすべての車載PCに当てはまるとすると、
その労力は計り知れない。そこで一つ一つの
PCを強力なマシンで性能が高い一つのPCに
集約化し（統合ECU）、その上にOS／ミドル
ウエアを搭載する。すると従来は一つ一つの
PCごとにソフトウエアを書き換えてきたも
のが、OS／ミドルウエア上で必要な機能の
みを一括で更新・変更することができるた

図2　ドメイン別のソフトウエア市場規模推移予測
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出所）各種公開情報を基に作成
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ーキテクチャは、限界を迎えつつある。これ
は、たとえパワートレインがEVになり、搭
載するハード部品が減ったとしても同様であ
る。

そんな中、自動車OEM大手各社は現在、
ドメイン型のアーキテクチャへの変更を急ピ
ッチで進めている。これはパワートレインや
シャーシ、ADAS and ADといった領域（ド
メイン）ごとに統合的に制御する方式であ
る。そうすることでECUの搭載数の削減に
つながり、開発の効率化に大きく貢献する。
ただし、ドメイン間での制御や整合性といっ
た面では課題が残る。

最後の方式として、ドメイン間を統合する
中央集権型が挙げられる。これは、少数の高
性能なECUで車両全体を制御するアーキテ
クチャであり、自動車OEMの中ではテスラ
のみが採用している。テスラは高性能な統合
ECUで車両全体を制御するために、三つの
Body Controllerと 呼 ば れ る 車 両 制 御 用 の
ECUを統合ECUの下に紐づけ、統合ECUに
よるクルマ全体の制御とクルマのハード部分

トヨタ自動車やダイムラー、フォルクスワ
ーゲンが車載OS／ミドルウエアの内製化に
足を踏み入れた背景には、クルマのアーキテ
クチャの大幅な変化もある。現在、通常のエ
ンジン車では 1 台当たり約70以上ものECU
を搭載しているが、近年は、走る・止まる・
曲がるといった基本性能に加え、最新の
ADASやクルーズコントロール、自動運転ア
シストシステムなど、時代を追うごとに機能
が追加されている。従来はそのように年々追
加される最新機能と搭載されるハードウエア
とが対になる形でECUを追加搭載してきた
が、それではそのたびにアーキテクチャが複
雑化され、いわゆるスパゲッティ型の構造に
なってしまう。ECUごとにソフトウエアの
修正や動作性能のチェックを強要され、さら
にECUのベンダーがハードの一部を変える
だけでも、開発上、相当なすり合わせをソフ
トウエアとハードウエアの観点双方で実施す
ることが強いられる。

ECUとそれに連動するハードの点数が増
えるたびに開発工数が大幅に増える現在のア

図3　ビークルOS／ミドルウエア起点のアーキテクチャ

アプリケーション 
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● ビークルOS／ミドルウエア上にAPIを整備
することでさまざまなアプリベンダーが多様
な情報を活用したアプリケーションの開発
（ユーザーサービス・開発ツール）が可能に

●ビークルOS／ミドルウエアはHAL を整備
し、ECU上でソフトとハードを分離し、ハー
ドウエア、車種の違いに依存しない環境を
構築

● 複数の主要HW機能を一つのECUに統合
し、ハードウエア一つ一つの個別性による管
理・更新のしにくさを削減

出所）日本経済新聞・日経クロステック合同取材班『自動車巨人 VS デジタル覇者』（日経BP、2021年）を参考に作成
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の制御の連動性を確保している。また、この
Body Controllerでドメイン間の車両におけ
るハード部分を一括制御している。

こういったアーキテクチャの変遷のトレン
ドとして、ECUの搭載数の削減（それに伴
うハード部品の削減）、ドメインごとあるい
はドメイン間での統合の動きによるアーキテ
クチャのシンプル化が挙げられる。こうした
背景には、OTA注4による機能更新が大きく
かかわってくる。現在はテスラとごく一部の
自動車OEMにしか装備されていない機能で
あるが、今後、OTAが標準搭載され、各機
能が無線により更新されるようになると、ア
ーキテクチャの構造によりOTAの質が大き
く変わる。テスラのような中央集権型の構造
でECUの搭載数が少ないアーキテクチャだ
と、ECU間の互換性も含めた電子基板全体
の動作確認なども確認の手間が削減される。
これはソフトウエアを更新し、OTAで各機
能をアップデートさせ、ユーザーにその価値

を届ける上で極めて重要な要素である。
反対に従来型のアーキテクチャでは、

OTAの実現はほぼ不可能に近い。ソフトウエ
ア起点のクルマ作りの世界では、機能ごとに
ソフトを継続的にアップデートし、アップデ
ートした機能をOTAによりクルマに反映さ
せ、ECUを通してハード部分に連動させる。
こうしたことを実現させるために、アーキテ
クチャの見直しが、今、急ピッチで進んでい
る（図 4 ）。

3 競合の変化：IT覇者の参入と
 テスラの存在

ここからは外部環境の変化として、非自動
車OEM、ITジャイアントの自動車市場への
参入と、テスラがもたらした波及効果につい
て述べる。

近年、Alphabet傘下のGoogle、Waymoや
Zoox、あるいはシリコンバレー系ユニコー
ンスタートアップ企業、さらには、コンシュ

図4　アーキテクチャの変貌

過去
ECU点在： 
スパゲッティ型

アーキ
テクチャの
変遷

概要

現在（2021～ 2025）
ドメイン／ゾーンアーキテクチャ

将来（2030～）
セントラルアーキテクチャ：
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● OTAの質が高度化
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● テスラのアーキテクチャ
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● 性能要求が高い機能ECU化
● 配線の複雑性は残る
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出所）各種公開資料より作成
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ーマー市場でわれわれにとってなじみ深い
AppleがApple Carを開発して自動車業界に
本格的に参入するなど、非自動車OEMであ
るITジャイアントの自動車業界への本格参
入を匂わす動きが後を絶たない。

彼らにとって自動車分野は、その市場規模
の大きさ・影響力、さらにクルマのユーザー
から取得できる情報・データがもたらすポテ
ンシャルの観点から、主要産業の中でも最後
のフロンティアと見なされ、今後、熾烈な競
争が想定されている。しかも、自動車業界は
旧来の安全性・セキュリティ担保の観点か
ら、他業界に比べ保守的な産業であるため、
変化のスピードもIT業界のそれに比べて遅
い。その隙を狙い、ITジャイアントは主に
スマホやPCをはじめとしたコンシューマー
デバイス市場での成功体験を基に、自動車業
界への領域の展開、さらには第一人者として
新たな市場の創出を虎視眈々と狙っている。

彼らの自動車業界への本格参入を加速させ
る背景には、主に二つの要素（クルマのコネ
クテッド化の進展と自動運転技術開発におけ
るIT覇者の強みの応用）が挙げられる。コ
ネクテッド化に関しては近年、クルマのイン
フォテインメント系の充実化、そこから派生
するユーザーデータのサービスへの応用・活
用が一つのトレンドとなっている。

この領域では、モバイルデバイスの覇者で
あるAppleとGoogleが参入し、コックピット
領 域 で の 存 在 感 を 高 め て い る。Appleは

「Apple Car Play」を60以上の自動車ブラン
ドの600以上もの車種に展開し、iPhoneでの
既存アプリや、既存サービスをコックピット
上で連携・活用することができる。Googleは
GAS（Google Automotive Service）を1500万

台以上の車種に既に展開し、「Google Maps」
や「Play Store」「Assistant」などがコック
ピット上で実装されている。彼らはデバイス
分野で培った強みである「使いやすく標準化
されたUX」「アプリの質の高さ」「収集した
データを活用した機能のアップグレード化」
などを、まずはクラウドとダイレクトに連携
でき、車載のハード部分との連携が少ないマ
ルチメディア、コックピットといった領域に
照準を定めて展開することで、自動車業界に
参入した。

さらに、GoogleはAndroid Automotive OS
（AAOS）と呼ばれる自動車開発用のOSを展
開し、AAOS上で各自動車のOEMが個別に
APIを設定し、HALの設定から車載制御側の
ハードウエアとの連携を通した開発ができる
ようにしている。Googleはユーザーとダイレ
クトに接点を持つコックピットを始点とし、
現在は自動車OEMの開発者向けのOSやツー
ル提供といった領域に手を伸ばしている。こ
のようにGoogleのTier1化が現実味を帯び始
め、自動車OEMや既存サプライヤーの関係
に割って入ろうとしている（図 5 ）。

次に、競合変化の大きな要因であるテスラ
について述べる。テスラは言わずと知れた
EVメーカーであるが、ソフトウエア起点の
クルマ作りという視点でも、自動車メーカー
の従来の考え方からすれば一線を画した取り
組みを行ってきた。前述のようにテスラは、
最小限のECU搭載数で構成される中央集権
型のアーキテクチャを採用し、OTAを通し
てさまざまな機能をユーザーに無線上でつな
げるといったソフトウエア起点のクルマ作り
を実現する上での環境整備を開発、さらには
ビジネスモデルの観点から強化してきた。
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開発の観点では、中央集権型のアーキテク
チャを採用し、最小限のECUとハード製品
の搭載を通し、ソフトウエアのアップデート
によるOTAの実現がしやすいプラットフォ
ームを整えてきた。

またソフトウエア機能を充実するためのハ
ード部品に関しても、同社のこだわりがうか
がえる。2018年の生産モデルまで、同社は自
動運転制御のSoC注5領域で最先端を行くMo-
bileyeやNVIDIAといったサプライヤーに開
発・製造を委託していた。しかし、このSoC
領域はFSD注6のソフトウエア更新の際の最
重要なハードコアパーツであると認識を大き
く変換させ、同領域の開発方針を見直し、19
年からはSoC開発の完全内製化に舵を切っ
た。このようにアーキテクチャのシンプル化
とコアハード領域の徹底した内製化を通し、
ハードウエアでの無駄を極力排除し、ソフト
ウエアの更新で付加価値を追求するビジネス
モデルの土台をつくり上げてきた。

ビジネスモデルの観点では、テスラはOTA

によるソフトウエアの更新によって、都度ユ
ーザーから課金をする収益モデルをつくり上
げている。図 6 に示すとおり、テスラは販売
後の車両のモデルごとに定期的にソフトウエ
アの更新をかけている。具体的には 4 週間に
一度、各機能のメジャーバージョンアップを
施し、各機能向上を実現している。「2021.4」
の 4 はその年の週次を表し、ドット（.）以
下の番号が続けば続くほど、バグを修正し他
車種へのマイナーリリースをロールアウトし
たことを意味し、逆に週次番号以下のドット
の数字標記がない場合は、メジャーリリース
後に他車種や車両にロールアウトしなかった
ことを意味する。

いずれにせよ、テスラは月に 1 回以上のペ
ースでユーザーに対しソフトウエアのアップ
デートを仕掛け、必要に応じ、契約サービス
のグレードアップや部品の交換を促してい
る。これらソフトウエア更新は、常にユーザ
ーに課金を促すものではないが、ユーザーの
好奇心を煽り、魅力を感じるたびに課金して

図5　ITジャイアント各社の自動車業界での動向

コックピット系 自動運転機能系

アーキテクチャ アプリケーション、ミドルウエアで基本的に完結し、ファー
ムウエア以下はHAL定義で実現

センシング、認知、アプリケーション、アクチュエーター
間でシームレスな統合が必要

開発上の特徴 OSの開発ロジックができれば、アプリケーションへの接
合、HAL定義で完結

各レイヤーごとに独自の高難度な開発が進み、それに伴う
インテグレーションも複雑化

ビジネスモデル OSを無料で展開し、既存サービス・アプリケーションでの
ライセンス収益につなげる OSとしての他社向け外販は進んでいない

主
要
各
社
動
向

Google
サービス・アプリケーションに「GAS」を展開。OSに
Google android automotive OS を展開

別ブランド「Waymo」 にて自動運転のSW、Lidar などの
センシング技術を開発

Apple サービス・アプリケーションに「Apple Car Play」を展開 「ドライブAI」を買収。自動運転のSWアルゴリズム強化を
図る

Amazon サービスに「Alex Car play」を展開 「Zoox」を買収。自動運転のSWアルゴリズム強化を図る
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価が上がることである。従来は購入時に100
万円超のオプションでしかつけられなかった
機能が、月に100ドル程度でサービスを利用
できるようになったことに加え、いつでもキ
ャンセルできるといったサブスクの効用か
ら、結果として従来購入を考えなかったユー
ザー層にもリーチし、同社としては、その分
の追加収益が確保されることになった。

もう一つはFSDのサブスクサービスの運
用開始をきっかけに、本格的に「リカーリン
グビジネスモデルの確立」の道筋を描き始め
た点だ。図 7 に示すとおり、野村総合研究所

（NRI）独自のシミュレーションによると、
FSD搭載は今後サブスク型が主流になり、 2
年後には約1500億円（売上の15〜20％）がサ
ブスクによるFSDでの収益源になると見込
まれる。これは従来、一つの車両を売り切る
ことを競争源としてきた自動車OEMにとっ
ては全く新しいスキームであり、今後、
OPEXで利益を出すビジネスモデルへの転換
を意識し始める象徴的なイベントである。こ
のようにテスラはソフトウエアがもたらすユ

しまうといった消費者心理をついた仕組みと
なっている。

その代表例といわれる機能が、FSDのアッ
プデート機能である。この自動運転機能のソ
フトウエアパッケージは以前、同社のハイラ
インであるモデルSやYを中心に、購入時に
オプションとして日本円で約110万円の追加
料金を支払うことで搭載をしていた。しかし
現在、同社の開発量産コストが下がり、すべ
ての車種に対してFSD搭載が可能となり、
2017年 7 月からはオプションではなくサブス
クリプション型での提供を開始した。現在同
社は「Basic Autopilot to FSD capability」と

「Enhanced Autopilot to FSD capability」の
二種類のオプションを提供し、それぞれ前者
を月199ドル、後者を月99ドルで展開してお
り、正式にサブスクリプションサービス（以
降、サブスクサービス）を始めている。この
FSDのサブスクサービスはテスラにとって
大きく二つのことを意味する。一つはサブス
クサービス導入によるマスキング効果で
FSD搭載率が高まり、結果として車両販売単

図6　テスラのソフトウエアアップデート

メジャー
バージョンアップ

マイナー
バージョンアップ

少ない車種に展開を行い、アップデートした際のソフトウエア挙動を確認す
る。ソフトウエアの挙動が安定したら、より多くの機種・地域に展開していく

メジャーバージョンアップに伴い、各車種・地域へ展開していくバージョンの
番号となる。メジャーバージョンアップにより安定性を確立したソフトウエア
はマイナーバージョンアップとして、各車種・地域へ展開していく

ソフトウエアアップデートのイメージ

各機種・地域へ展開

メジャーバージョンアップ
マイナーバージョンアップ

凡例

４週間４週間４週間

1週間 1週間 1週間 1週間

出所）テスラ公式Webサイトなどを基に作成
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ーザーへの継続的な付加価値の提供を競争力
の源泉とし、アーキテクチャを含めた開発機
能の効率化やリカーリング型のビジネスモデ
ルの構築といった要素を整備してきた。

同社は量産車種のモデル 3 の導入をきっか
けに、毎年順調に販売台数を伸ばしている。
現状ではトヨタ自動車の約20分の 1 ではある
が、今後も同等のペースで量産体制を拡大
し、よりユーザーの裾野が広がれば、トヨタ
自動車やフォルクスワーゲンほどの台数ボリ
ュームがなくとも、前述のOPEX型のビジネ
スモデルなどにより自動車OEMにとっては
十分に脅威となり得る。これは、Appleがデ
バイスシェアではAndroidや他PCメーカー
に及ばないが、収益性や時価総額では彼らを
大きく上回る状況とも重なるものがある。さ
らに今後、カーボンニュートラルの世界観が
浸透するにしたがって、テスラのEV専用メ
ーカーというブランド価値はより消費者に訴
求する可能性があることも追記したい。

Ⅱ	ソフトウエア起点の
	 クルマ作りの本質

1 ユーザーにとっての「ソフトウエア
 �起点のクルマ作り」の本質：新た
な価値体験や感動、そして環境価
値の創出

現状のクルマの開発は、ハードウエアとソ
フトウエアが一体的に行われるのが一般的で
ある。ITが急速に変化・進化し続ける現在
においては、ソフトウエアの進化のスピード
がハードウエアの進化をはるかに上回ってお
り、これまでのやり方ではソフトウエアの進
化についていけず、商品がリリースされたと
きには、世の中の周回遅れ・時代遅れとなっ
てしまうことも珍しくない。

たとえばカーナビゲーションシステムとい
えば、以前は車載器としての「カーナビ」が
主流を占め、商品の価値進化を先導してきた
が、今やスマートフォンアプリがその座に取
って代わり、目まぐるしく進化するITを次々

図7　テスラのOPEX型ビジネスモデルへのシフト

FSD積載率の大幅上昇1

● サブスク導入により、10,000ドル以上するFSDオプショ
ンの心理的な購入ハードルが下がる

● 上記の結果FSD積載率・台数が上がる

すべての規格にFSDを標準搭載2

● サブスクプランの浸透に伴うFSD搭載率の向上によ
り、FSDを全モデルへの標準搭載開始

● 上記に伴いハードの搭載・調達コストがさらに下がり
台数当たりのOP%が向上

新規格の価格は値上げ3

● FSDのメジャーアップデートに伴い搭載単価を値上げ
する：過去にこれまで5,000ドル→6,000ドル→7,000
ドル→8000ドル、2020年Q3からQ4にかけては8,000
ドル→10,000 ドルに値上げ

● 支払い総額が上がってもバージョンアップによる恩恵
とサブスクによるマスキング効果で需要は下がらない

FSD収入
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出所）各種公開資料を独自分析し作成
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ブリット車）は、エンジンとモーターを切り
替えて制御を高度化することにより、これま
で以上に環境に優しいクルマへと進化させる
ことが考えられる。走る場所や時間などに応
じて、リアルタイムでエンジンとモーターの
切り替え制御を行う「ジオフェンス技術」を
搭載することにより、さらに環境に優しいク
ルマになる。そこで重要になるのが、制御を
最適に行うソフトウエアやコネクテッド・デ
ータである。

トヨタ自動車が2021年 8 月25日に発表した
「トヨタのクルマづくりへのこだわりと未来
への挑戦」と題する、執行役員CPIO山本圭
司氏のプレゼンテーションによると、「HEV
は走行時間の半分でエンジンが停止してお
り、それがPHEVでは80％にもなる（日本の
場合）」とのことである。ソフトウエアおよ
びコネクテッドで、よりきめ細やかに燃費・
電費を高度に制御すれば、さまざまなクルマ
が環境により優しくなる。また、コネクテッ
ドによりクルマから集めたデータを解析し、
クルマの健康診断をするサービスについて
は、単に安心してクルマに乗り続けられるの
みならず、省資源化、循環型社会の実現に大
きく貢献することが期待される。具体的に
は、診断結果に基づいて適切にメンテナンス
を行うことで、クルマをより長く使い続ける
ことができるとともに、バッテリーのリサイ
クル性やリユース性を高めることも可能とな
る。

ハードウエアの強みは、ソフトウエア起点
のクルマ作りを進める中でさらに活かされる
と考えられる。ソフトウエアで機能が追加さ
れることで、ハードウエアの使用期間はより
長くなると想定される。その場合には、「耐

と実装しながらアップデートし続けること
が、ユーザーにとっては当たり前になってい
る。

スマートフォンなどと同様に、今やクルマ
においてもソフトウエアが商品力・商品価値
を左右する重要な要素となっている。商品が
さまざまな情報とつながり、連携すること
で、商品単体にはない新たな価値や体験、そ
して感動が生み出されることは、まさにソフ
トウエア起点のクルマ作りが実現させる新た
な世界観であるが、それを実現させるのが

「ソフトウエア」と「コネクテッド技術」で
ある。

筆者は以前、クルマの鍵をスマートフォン
アプリで実現する「DigitalKEY」の事業化
プロジェクトに携わっていたことがある。ク
ルマの鍵というハードウエアを、ソフトウエ
ア起点のクルマ作りという新たな価値の視点
から再定義したものである。キーをスマート
フォンのアプリとしてソフトウエアにするこ
とで、クルマと日常をシームレスにつなぎ、
あるときはクルマの鍵、あるときは自宅の
鍵、あるときはオフィスの鍵になる。あらゆ
るものの鍵になり、受け渡しもスマートフォ
ン同士でその場で即時かつ簡単にやり取りで
きるという、今までにない新たな体験価値で
ある。この実経験を通じて、クルマが日常と
つながる、すなわちソフトウエア起点のクル
マ作りを通じて、まだまだ新たな価値、そし
て感動が創出できると確信している。

ソフトウエア起点のクルマ作りは、カーボ
ンニュートラル社会の実現にも貢献すると考
えられる。すなわち、クルマの省エネ化、省
資源化の推進である。たとえば、HEV（ハ
イブリッド車）／PHEV（プラグイン・ハイ
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久性の高さ」や「交換部品の入手のしやす
さ」、そして「修理のしやすさ」が求められ
る。まさにソフトウエア起点のクルマ作りに
よって日本のモノづくりの強みがあらためて
発揮されることとなり、競争力ある価値が創
出されるのではないか。

いずれにせよ、ハード単体だけでは実現が
難しいカーボンニュートラル社会に向けたク
ルマを実現する上でも、このようなクルマ作
りが重要な役割を果たしていくであろう。

以上から、ユーザーにとってのソフトウエ
ア起点のクルマ作りの本質とは、日常とクル
マがつながり、新たな体験価値や感動が生ま
れることであるといえる。魅力的なサービス
やアプリの高度化・進化が図られ、日常とク
ルマとの間がシームレスにつながり、クルマ
との時間・生活がますます楽しく快適にな
る。さらに、地球環境にも優しく、もっとワ
クワクする未来が生み出されることで、ユー
ザーにとって大きなインパクトをもたらすと
期待される。

2 メーカー／開発サイドにとっての
 「ソフトウエア起点のクルマ作り」
 の本質：クルマと最新ITの融合

従来のクルマに搭載された「組み込みソフ
トウエア」の開発は、対象となるハードウエ
アが決まっており、その性能やコスト低減を
最大化とすることを主目的として考えられて
きた。いわゆる、ハードウエアありきのソフ
トウエア開発、すり合わせ開発が当たり前で
あった。しかし、クルマの性能や付加価値向
上への対応に伴い、ソフトウエアの開発規
模、たとえば、コーディングの行数やプログ
ラマーの数が爆発的に増加・拡大しているこ

とは、多くの記事や文献が示すとおりであ
る。

さらに、組み込みソフトウエア開発でも、
近年は技術革新の恩恵を受け、ツール類や開
発環境においてIT活用は進んでいるが、AI
やブロックチェーンといった新たなITの活
用、サイバーセキュリティ対応や頻繁にアッ
プデートされるソフトウエアの活用、さらに
は、ネットワーク経由で接続されたサーバー
やクラウド連携への対応などといった、先端
ソフトウエアやサービスへの活用はなかなか
進まなかった。今までのハードウエアを起点
としたモノづくりの限界に直面したともいえ
る。

そうした中、ソフトウエア起点のクルマ作
りによるモノづくりへの転換に伴い、ハード
ウエアとソフトウエアが分離され、世の中で
広く利用されているITやクラウド技術が、
組み込みソフトウエア開発に一気に普及して
いくことが期待されている。たとえば、クラ
ウドの活用（コンピューティング資源の動的
割付）やエッジとクラウドの連携など、クル
マのソフトウエア開発でも先端ITの適用が
進むと考えられる。さらに、ソフトウエア起
点のクルマ作りを実現するために極めて重要
になるのが、ビークルOSといわれている「車
載ソフトウエア基盤（車載OS）」である。ト
ヨタグループのWoven Planet社が開発を進め
る「Arene OS」や、フォルクスワーゲンの

「vw.OS」などが代表的なところである。
車載OSが実装されることで、ハードウエ

アとソフトウエアが分離され、ソフトウエア
開発はより効率的で生産的になり、品質は向
上し、開発のリードタイムの短縮化が図られ
る。Appleの「iOS」やGoogleの「Android」



84 知的資産創造／2022年2月号

るのは、ソフトウエア開発が膨大かつ複雑化
し、クルマ作りのボトルネックになってきて
いるためである。ソフトウエア開発を行う従
来型の社内組織では、サプライヤーやソフト
ウエア専業ベンダーに「外部委託」するケー
スが一般的であったと見受けられる。またこ
れまでは、開発コスト削減や効率化を重視す
るあまり、あえて社内に実質的なソフトウエ
ア開発組織をつくる必要はないという考え方
の方が強かった。

ややもすれば技術的な実現性を基に意思決
定し、できる開発をただするだけの、自分た
ち都合でのソフトウエア開発が行われてきた
ケースもある。これでは、ソフトウエア起点
のクルマ作りは到底実現することはできない。

筆者は、ソフトウエア起点のクルマ作りを
実現する本質的な要件は「ソフトウエア開発
の内製化」であると見ている。

内製化とは、ソフトウエアを含む製品の企
画から設計・開発、運用に至るまでを社内組
織で行うことである。前述したソフトウエア
起点のクルマ作りによるモノづくりを宣言し
たトヨタ自動車も、「原理原則にこだわり、
クルマづくりにおいて重要な要素は、先ずは
自らやってみて手の内化（内製化）をすると
いうこと」「ソフトウエアやコネクテッド技
術も手の内化（内製化）を進めて参ります」

「トヨタにはクルマづくりを行う上で、長年
に渡り引き継がれてきたトヨタの基本姿勢」

（トヨタ自動車）といったように、ソフトウ
エア開発の内製化の重要性を強く訴えてい
る。開発リードタイムも開発費も、ソフトウ
エアが相当の割合を占めている現状におい
て、先の自動車メーカー各社がソフトウエア
開発を抜本的に効率化するために車載OSを

といったスマートフォンのソフトウエア基盤
（OS）のように、世界中の開発者が車載OS
向けに開発することができるようになる。さ
らに、開発したソフトは、同じ車載OSを搭
載したクルマなら機器やハードウエアの違い
によらず、使うことができる。そして、スマ
ートフォンやクラウドの技術、サイバーセキ
ュリティ技術、AI技術やFinTechなど、最新
のITをクルマ向けに適用することにより、
さまざまなクルマ向けのソフトウエアを効率
的に開発することができる。コネクテッドや
OTAにより、ソフトウエアは常に最新の状
態にアップデートされ、ユーザーは常に安心
して利用することができる。結果として、多
くのユーザーを持つ自動車メーカーであれ
ば、より大きなスケールメリットや波及効果
を享受することができる。まさにこれからが
ソフトウエア起点のクルマ作りの真価が発揮
されるときである。

以上から、メーカーや開発サイドにとっ
て、ソフトウエア起点のクルマ作りの本質と
は、世の中の技術革新をクルマに取り込める
ようになること、常に最新のITをクルマに
適用できることではないだろうか。それをド
ライブする上で、車載OSの役割が非常に重
要であり、開発側にとっては開発の効率化の
みならず、新たな価値の創出といった本来の
目的に集中できるようになる。自動車メーカ
ーの主戦場が、ハードウエアからソフトウエ
アへシフトするタイミングはもう間近であ
る。

3 ソフトウエア起点のクルマ作りの
 肝は「ソフトウエア開発の内製化」

自動車OEMが、車載OSの開発に力を入れ
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Ⅲ	新しいクルマ作り実現に向け
	 日系自動車OEMに課せられた課題：
	 二つの壁の存在／開発の壁、
	 ビジネスモデルの壁

ここからは、新しいクルマ作りを実現する
上で必要な機能と課題に関して、日系の自動
車OEMの現状を踏まえながら解説する。

一般的に日系自動車OEMにおけるマーケ
ティングのコンセプトとして、安全機能・品
質を最大限に高めながら価格を一定規模に抑
えた廉価量産型を踏襲し、各社それぞれの車
種を各国におけるそれぞれのセグメントでの
ニーズや戦略性に合わせ展開してきた。そん
な中、日系自動車OEMは車種ごとの最適化
を図り、開発企画と量産体制を都度改善し、
その機能をアップグレードしてきた。たとえ
ばトヨタ自動車はよりよいクルマ作りをコン
セプトに掲げ、開発と生産チームが一体とな
る体制を構築し磨きをかけてきた。こうした
動きは車種ごとによりよいクルマを一定規模
を持つ市場に導入する上で極めて重要であ
り、日系自動車OEMが長年かけて培ってき
た競争基盤でもある。図 8 に示すように、日
系自動車OEMは、車種ごとの開発体制を競
争力の軸として、数年ごとに見直しをかけな
がらステップアップを図ってきた。

一方、テスラのような新興メーカーは、ユ
ーザー目線でのソフトウエア開発によっても
たらされる付加価値を基軸に取り、そうした
付加価値をよりボリューム層にスケールさせ
るための量産体制構築においてトライ＆エラ
ーを繰り返してきた。つまり、テスラはソフ
トウエアを起点としたクルマ開発を始点に取
る一方、日系自動車OEMは量産体制の確保

内製化し、競争力を高めようとするのも極め
て合理的であると考えられる。

ソフトウエア開発を内製化する最大のメリ
ットはスピードである。不具合が発生した場
合や、ユーザーからのフィードバックがあっ
た場合など、ユーザーに使い続けてもらうた
めには迅速な対応が極めて重要になる。スマ
ートフォンが既に当たり前である現在におい
て、スピーディーに対応し続けることはもは
や宿命といって過言ではない。これを外部に
委託していては本質的なことが理解できず、
むしろ裏目に出る可能性すらある。

内製化が必要なもう一つの重要なメリット
は「ノウハウの蓄積」である。ソフトウエア
開発は仮説と検証の繰り返しである。途方も
なく多くの失敗の中から多くの学びや気づき
を得、わずかな成功のきっかけをつかむ。そ
の学びや気づきこそが何ものにも代え難い貴
重な知見であり財産である。これを外部に委
託してしまうと、その最も重要な知見が社内
に蓄積されないどころか、外部に蓄積されて
しまう。仕様や運用の注意事項など、ノウハ
ウはきちんとドキュメント化されるといって
も、本来残すべきノウハウは文章にされてい
ない部分にこそある。

実際に、トヨタ自動車ではソフトウエア開
発の内製化を強力に推し進めている。Wo-
ven Planet社やトヨタコネクティッド、海外
の開発拠点を含め、グローバルで3000人規模
のソフトウエアの開発体制を構築し、グルー
プ全体では 1 万8000人の規模になるとのこと
である。これまでとは次元の異なる、新たな
ステージに向かおうとしている。
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1 一つ目の壁：アジャイル開発
 への移行

クルマ作りでは、ボディ、シャーシなどの
最新技術を搭載した先進安全機能など、さま
ざまな機能を組織・部門別に開発し、最終的
には個別機能を統合し、 1 台の車両として組
み込まれる。従来、自動車の製造プロセスに
おいて大規模なモデルチェンジを図る際に
は、 3 〜 5 年という中長期のスパンで開発の
企画提案から、実装するハード・ソフトのシ
ミュレーション、企画のコンセプトをシミュ
レーションするCV（Concept Vehicle）とい
ったマイルストーンを設定し、それらに対し
段階的に機能を整備していく。そして最終的
に各工場に生産を委託する量産体制に完全移
行する。

こうした量産プロセスまでの一連の期間に
おいて、自動車OEMは一般的にウォーター
フォールと呼ばれる開発手法を踏襲してい

を中心としたハードウエアを始点に取ってお
り、両者による戦略思考の差が顕著に現れて
いる。

そんな中、前述したソフトウエア起点のク
ルマ作りの荒波によって日系自動車OEMは
戦略の見直しを迫られている。具体的には、
横軸であるハードウエア起点のクルマ作りか
ら縦軸であるユーザーを意識したソフトウエ
ア起点のクルマ作りへのシフトが求められて
いる。だからといって、人材を含めた今まで
の競争基盤を総入れ替えしてまで縦軸に振り
切るのは、これまで長年培ってきた競争基盤
の観点から現実的ではないと彼らは考えてい
る。そのため筆者は、横軸の進化を従来的な
ペースで進化させていきながら、少しずつウ
エイトをソフトウエアに注ぎ込むことが重要
であると提言したい。ここからは新しいクル
マ作りへ段階的なシフトを図る上で、立ちは
だかるであろう二つの壁について言及する。

図8　ソフトウエア中心のクルマ作りとハードウエア中心のクルマ作りの違い
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小単位で実装とテストを繰り返す開発手法で
ある。また、その中にスクラムという開発フ
レームワークが存在し、開発テーマごとに少
人数のチームを形成し、各チームで 2 週間を
目途にしたトライ＆エラーを積み重ねながら
そのプロセスを進展させていく。ウォーター
フォール開発と異なり、モニタリング、改善
するスパンが短い周期のため、ユーザーのニ
ーズが日進月歩で変わり、そのたびに方針転
換が迫られるモバイルやインターネットのソ
フトウエア開発に主に用いられる手法である

（図 9 ）。
今、このウォーターフォールとアジャイルを

めぐり、自動車業界での開発プロセスそのも
のの見直しが迫られている。一昔前のハード
の世界で完結するクルマ開発プロセスであれ
ば、ウォーターフォール開発手法で十分に機
能していた。しかし前述したように、クルマ
の装備機能、特にソフトウエア面から搭載機
能の高度化が求められ、開発プロセスが複雑
化し、多工程を経て変化が求められる昨今の

る。ウォーターフォール開発はトップダウン
型で、事前に達成すべき車両全体の要件を定
義した上で、「要件定義→各開発機能・ドメ
インの分解→各開発チーム・部門の仕様の決
定→開発実装」に分解され、段階的に遂行さ
れる。ウォーターフォール開発の特徴とし
て、ある一定のマイルストーンまでに車両全
体の仕様を決める必要があるが、それは一般
的に車両販売の 2 〜 3 年前にさかのぼらなけ
ればならない。クルマ開発において、自動車
OEMはさまざまなサプライヤーにRFQ注7を
発行し、各開発機能をさまざまなドメインで
委託するため、一度全体のスケジュールが決
まってしまえば、スケジュールを一部変更・
更新するのはほぼ不可能である。これはこの
先もウォーターフォール開発の看過できない
特徴といえる。

一方、GAFAをはじめユーザー起点のサー
ビスを次々と生み出す組織は、アジャイル開
発手法を踏襲する。アジャイル開発は、Agile

（素早い、機敏な）といった語源のとおり、

図9　ウォーターフォール開発とアジャイル開発の違い
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一つは、そもそも自動車OEMの中にアジ
ャイル開発の文化や人材が十分に醸成されて
おらず、ソフトウエア機能自体をウォーター
フォールで開発せざるを得ない環境にあるこ
とである。アジャイル組織を立て付けたとし
ても、人材・マネジメントの観点から組織と
して十分に機能しないといった事態が懸念さ
れる。

もう一つの制約要件として、アジャイルと
ウォーターフォールとの開発スパンの差が挙
げられる。前述のとおり、アジャイル開発は
二週間のスクラムを回しながら、永続的にそ
のプロセスを進捗させ、必要であれば大幅に
プロセスを見直すことも行われる。一方、ウ
ォーターフォール開発は、数年間という開発
スパンであらかじめ設定されたマイルストー
ンに対し、開発実装をするものである。クル
マ車両のハードパーツをウォーターフォール
で進めるとした際に、アジャイルで開発した
機能をいつ、どのタイミングで載せるかとい
った両者間のスケジュール、マイルストーン
のアラインメントが極めて難しい。これは自
動車のハード搭載数が極めて多く、安全性、
品質管理といった観点から、量産スケジュー
ルに載せるまでいくつか絶対に動かせないマ
イルストーンが存在するためである。

そうした中、ソフトウエアに関連するドメ
インに対して、アジャイル開発を中心に据え
た開発プロセスに移行していきながら、ソフ
トウエア開発の影響を受けない従来のハード
パーツの開発との間で、アジャイルとウォー
ターフォールの開発の適切な使い分けができ
るかが、今後、大きな課題として自動車OEM
にのしかかるであろう。

自動車開発プロセスにおいて、ウォーターフ
ォール開発だけでは対応が難しくなってきた。

その主な理由として①車両展開の数年前に
全体仕様を確定する必要があるため、数年後
のユーザーニーズを捉えた仕様を定義するこ
とが困難、②一度全体のスケジュールが確定
すれば開発プロセスが不可逆的に進むため、
開発途中やシミュレーション段階で浮上した
問題へのフレキシブルな対応がほぼ不可能、
といった要素が挙げられる。これではCASE
時代においては、機能不全ともいえる問題が
必ず出てきてしまう。なぜならば、10年後の
自動運転を起点にしたコネクテッドサービス
の潜在的なニーズを現時点で正確に把握する
のはほぼ不可能だからである。だからといっ
てすべてのプロセスをアジャイルに転換すれ
ばよいかといえば、そう簡単な問題ではな
い。シャーシやステアリング、アクチュエー
ターといったハード部品は、数年後に大幅な
仕様変更を要求される可能性が低く、最終的
に車両を量産化するという工程においては、
ウォーターフォール開発の方が圧倒的に管理
しやすいからである。

CASE時代において、ソフトウエア起点の
クルマ作りが求められる機能についてはアジ
ャイル開発が求められるが、そこで問題にな
るのが、アジャイル開発とウォーターフォー
ル開発という二つのクルマ開発プロセスをい
かに使い分けるかということである。理論的
には、ソフトウエア機能とそれに密にかかわ
るハードはアジャイル開発を主としてプロセ
スを進め、ソフト作用に影響を及ぼさないハ
ードはウォーターフォール開発で進めればよ
い。しかし、それにはいくつかの制約が存在
する。
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しての収益企画に着手しておらず、売り切り
後のユースケースを含めたビジネスモデル企
画が欠如していること、②将来の潜在的なニ
ーズを見越すOTAによるアップデートを企
画すると、ECUをはじめとした搭載するハ
ードのスペックを上げざるを得なくなり、そ
の結果、原価を押し上げるといったジレンマ
に直面すること、が挙げられる。

①に関しては、実際に自動車OEM各社は
新車車種のコネクテッド化を急いでいる。ト
ヨタ自動車は「T-Connect」を、日産自動車
は「Nissan Connect」を展開するなど、各社
コネクテッドサービスのラインアップを整備
し、インフォテインメント領域を中心にオペ
レーターサービスや部分的な決済サービスの
実装に着手している。しかしこれらはある意
味、新車購入後のサポート枠から抜け切れて
おらず、OTAによりクルマの一部がアップ
デートされ、その機能をサブスクによって体
感できるといった斬新さはテスラに比べ見劣
りしてしまう。またこれらの企画は、あくま
でも新車車種への追加装備機能の延長線上に
とどまり、テスラやAppleのように、過去モ
デルも含めたすべての車種やデバイスに対し
ても自社のプラットフォーム上で回収するモ
デルとは大きく異なる。

通信会社との連携やクラウド基盤構築など
における環境整備も重要ではあるが、ここで
より重要になるのは、いかにユーザーのニー
ズを吸い上げ、サービス企画に反映させるか
という点である。そうした意味では、ユーザ
ーとダイレクトに接点を持つ自動車OEMの
直販会社やディラーなどを孤立させず、クル
マを起点としたサービスづくりに巻き込むこ
とが重要になる。

2 二つ目の壁：OPEX型ビジネス
 モデルへの移行

次なる壁として、従来のクルマ販売とのビ
ジネスモデルの違いが挙げられる。これも開
発と同様、ソフトウエア起点のクルマ作りと
従来のクルマ売りの考え方とで大きく差異が
出る分野である。

自動車OEMには元来、車種ごとに開発・
エンジニアリングチームが存在し、当該車種
の販売価格をどの水準に設定し、各地域で何
台売るかという指標の設定を至上命題として
きた。これは前述のとおり、廉価でありなが
ら高品質な車両をマスボリュームに届ける日
系自動車OEMのお家芸であり、CASE到来
以前は、そういった指標の下、各プロセス・
オペレーションを改善していくことで一定程
度のシェアを築いてきた。また各車種の台数
をスケールさせる上では価格設定が極めて重
要になり、各社ともいかに原価を低く設定す
るかという原価企画に注力してきた。

しかし、CASE時代並びにテスラの台頭に
より、自動車業界における売り切り型のビジ
ネスモデルが破綻をきたしている。CASE時
代において、クルマのバリューチェーンの裾
野が販売後にも広がり、販売後の車両を基軸
に各機能をアップデートさせ、サービスとし
て費用を回収する、いわゆるリカーリング型
のビジネスモデルへのシフトが進んでいる。
前述したように、テスラは販売後の車両に対
し、OTAを通した機能アップデートにより、
サブスク型のOPEXビジネスのラインとして
収益を伸ばしている。

しかし、日系自動車OEMがテスラのよう
にOPEXでも収益ラインを伸ばしていくこと
は容易ではない。理由としては、①OPEXと
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今後、MaaSが活発化する中で、同様の動
きが非自動車業界のプレーヤーにも生じるこ
とになろう。上記の動きを加速させること
で、今後、実装されるOTAに関連し、どん
な機能がOTAによってアップグレードされ
るとユーザーが求める（今後求めうる）ニー
ズに対応できるのか、といった問いに対し、
より確度の高い推測ができるようになるであ
ろう。

さらに、コネクテッドサービスやOTAに
よるクルマ機能のアップグレードを実行する
上で、目の前の台当たりコストアップと将来
的な期待収益の間で、どちらを優先するかの
ジレンマがある。CASE時代においてユーザ
ーのニーズの高度化、多様化が予測される
中、数年〜 5 年後の彼らのニーズを正確に捉
えた上でクルマの機能を実装するのは難し
い。ソフトウエア開発陣は、潜在的なニーズ
に対応するべくアジャイル開発を踏襲し、日
進月歩で各機能のアップグレードを図ってい
るため、OTAによるアップデートはある種
の前提条件となる。

一方、従来のクルマ開発の考え方からする
と、潜在的なニーズに応えるためにOTAに
対応すると、ECUをはじめとしたハードス
ペックの機能アップが求められ、結果として
コストアップが避けられない。そのため、従
来のクルマ開発の観点は、「今、目の前にニ
ーズがないのに、不透明な将来のために無理
にハードスペックを上げ、車両単価を高める
と、これまで培ってきたユーザー基盤を失い
かねない」といった不平や不安が生じること
になるであろう。かたやソフトウエア開発陣
からすると、「アジャイルで開発をしている
のは、数年先のユーザーの潜在的なニーズに

対応するためだ。数年先にOTAによるアッ
プデートに対応できなければ、それこそ将来
的なユーザー基盤を失いかねない」といった
不満が巻き起こり、「現在のニーズへの対応 
vs 将来潜在的なニーズへの対応」といった
構図のジレンマが生じることになると考えら
れる。

特に廉価量産型で各車種のラインアップを
整備している日系自動車OEMに対して、こ
のようなジレンマは重くのしかかる。ダイム
ラーやフォルクスワーゲンにとっては、メル
セデス・ベンツやアウディ、ポルシェといっ
た車両単価約700万〜1000万円以上のプレミ
アムセグメントでそれぞれブランドを構えて
いるため、既存ユーザー層に対するコストの
押し上げは、日系自動車OEMのユーザーほ
どシビアには問題視されない。むしろ最新の
機能がユーザーの車両に反映されるユーザー
価値の方が、上記リスクを上回る可能性が高
い。トヨタ自動車のLEXUSや一部の車種、
地域ブランド（日産自動車の北米ブランド
INFINITI）のみでしかプレミアムセグメン
トを保有しない日系自動車OEMでは、通常
のラインアップでどのように上記のジレンマ
と折り合いをつけるかの決断が求められてい
る。そしてそれは前者であるOPEXビジネス
モデルの構築見通しを立てることによって、
その答えに近づく可能性が高い。

Ⅳ	新しいクルマ作りに移行する
	 ために：向かうべき方向性

ここまでソフトウエア起点でのモノづくり
がもたらす世界観と、ソフトウエア起点のク
ルマ作りの世界を実現する上で日系自動車
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OEMが乗り超えるべき課題について述べた。
最後に、ここまで挙げた課題に対し、各社が
取り得る方向性に関して考察する。

1 コア・ノンコアを見極める
一つ目の壁に関しては、アジャイルとウォ

ーターフォールの開発部隊を統合させ、 1 台
の車両上でマネジメントする難しさについて
述べた。この問題は、基本的には内製化を進
めるべきであるが、ソフトウエアが関連する
ドメインやパーツが肥大化する中でいきなり
すべてを内製化し、すべてをアジャイル型で
管理することは並大抵のことではない。

そこで筆者は、このアジャイル開発とウォ
ーターフォール開発の統合マネジメントに際
し、各社のコア・ノンコアの棲み分けという
考えが重要になると推察する。このコア・ノ
ンコアの棲み分けは自動車OEM各社の特徴
に合わせ、棲み分けるポイントは異なるが、
基本的にコア領域では内製化を進め、ノンコ
ア領域に関しては外部パートナーを適切に活
用するところは共通である。ただし現実的に
は、コア領域だからといってサプライヤーを
含め外部パートナーを一切活用しないとか、
反対にノンコアだからといってサプライヤー
にすべてを丸投げするということではない。
多様な機能が搭載され、ソフトウエア開発が
複雑化する状況で、すべてを内製化すること
は不可能である。

コア・ノンコアの考え方を活用することで、
各社の強みに応じたリソースの最適配分を実
施し、コアとなる領域には自社のグリップ力
を利かせて、アジャイル開発を継続し、反対
にノンコアとなる領域に対しては、ウォータ
ーフォールでサプライヤーを含め、外部パー

トナーを適切に活用しながら開発を進めてい
くことが肝要である。コア・ノンコアに応じ
たメリハリを利かせながら、アジャイルとウ
ォーターフォールを使い分けることが、ソフ
トウエア開発機能において今後ますます重要
になるだろう。

2 フラグメント化された
 ステークホルダーを統合する

CASE時代においてはクルマのビジネスモ
デルがOPEX型へ移行していくことは先に述
べた。ソフトウエア機能が開発機能とともに
高度化される中で、ビジネスにおいてより重
要になるのは、ユーザーの声をいかに取り込
みながら開発に反映させ、よりよいサービス
を生み出すループをつくり出せるかにある。

その際、ただデータを多く抽出して開発す
ればよいというものではない。データ連携の
ための環境を整備する通信、クラウド領域に
とどまらず、クルマと直接的にはかかわりが
ないと思われてきたプレーヤーも巻き込み、
彼らからのフィードバックをより重要視して
いかなければならない。

また具体的な利用シーンや顧客の特徴、ユ
ーザーの声を抽出しながら、どの領域でどん
な付加価値を顧客に提供し、その対価として
いくらでサービスを提供するかといったバリ
ュープロポジションの考え方が重要になる。
自動車OEMとしては、バリューチェーン上
で顧客と接点を持つさまざまなプレーヤーに
対し、濃淡をつけることなく対等なパートナ
リングを強化することで、従来のクルマ作
り・販売においては手に入れられなかったノ
ウハウを獲得できる可能性が高まる。

もちろんそれは自動車OEM側が一方的に
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で、コストの議論に縛られることなく、また
その制約を極力排除しながら、まずは各社で
やりたい世界観を反映した車種を市場に投入
する。次に市場をスケールさせるべく、そこ
での気づきや学びを基にした新たなリソース
を追加し、ブラッシュアップしてみる。以前
の日本のモノづくり産業での強みであった、
既存の技術や常識に縛られることなく新しい
ものにトライする「遊び心」が、クルマ作り
の開発プロセスやビジネスモデルの創出にお
いても重要になるはずである。

その際に、トヨタ自動車のLEXUS、日産
自動車のINFINITIなどのプレミアムブラン
ドを適切に活用することで、トライ＆エラー
を繰り返しながら上記のプロセスを効果的・
効率的に推進できるのではないか。

3 最後に：新しいクルマ作りに
 おいて重要なのはソフトと
 ハードのバランス

CASE時代にソフトウエア開発の重要性が
刻々と増す中、従来と全く違う思考を持つ
GAFAやテスラの襲来により、自動車業界に
地殻変動が起こり始めている。ソフトウエア
開発で圧倒的な優位性を誇る彼らが、今後ま
すますこの業界に入り込んでくる状況の中、
自動車OEMは大胆な戦略の見直しを求めら
れている。

CASE時代におけるクルマ作りは、ハード
の開発視点だけでは完結しないことは先に述
べた。しかしすべてをアジャイル化し、アプ
リやソフト開発会社のようにソフトウエアの
観点のみで開発してもクルマ作りは成り立た
ない。重要なのはソフトとハードの両輪を回
す中で、その力配分をどうしていくかであ

ステークホルダーに対して要求するのではな
く、ステークホルダーのニーズも察知し、自
動車OEMならではのケイパビリティを提供
する必要がある。その結果として、より幅広
いマーケットとしての感度が高まり、CXや
UXといった領域の理解や向上につながる。
そうすることで、今後は顧客起点で付加価値
の高いサービスを抽出する機会や、それを開
発プロセスに反映させる機会が増えるはずで
ある。

またそうした付加価値を高めたサービスを
行きわたらせるためには、マインドセットの
改変も自動車OEMには求められる。これま
では培ってきたボリューム層に対して、いか
に既存のニーズにマッチさせるかという現在
視点でのビジネスに特化してきた。しかしこ
れからOPEX型へ移行する上では、現時点で
は想像がつかない潜在的なニーズに、フレキ
シブルに対応していかなければいけない。既
存のマーケットに対して迎合する考え方か
ら、新たに市場を開拓するフロンティア精神
が求められる。

その際、あえてスモールボリュームである
ニッチなセグメントで勝負するのも、一つの
方法としてあり得るのではないか。たとえ
ば、コストの問題で最新の規格をすべて装備
して市場に投入するのが難しいのであれば、
車両単価が高いプレミアムセグメントでプロ
トタイプ的に投入することなどが考え得る。
テスラも現状はモデル 3 といったマスプロダ
クトラインが確立されているが、その基盤と
なる技術ノウハウやUI、UXを高めるきっか
けとなった製品は、高級車種であるRoad-
ster、Model Sが該当する。

新しい製品ラインアップやセグメントの中
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る。ソフトウエアを起点とした開発は、従来
のクルマ作りとは全く違う発想を求め、とき
にはこれまでよしとされてきた考え方を捨て
なければならない局面も出てくる。そうした
ジレンマを消化しながらも前に進むために
は、今こそ、大胆な発想を持ち、関係する産
業内外のステークホルダーが互いにリスペク
トの心を持ってワンチームとなり、開発体制
の見直し・改善を新たなビジネスモデルのス
キームとして策定することが重要だ。

日系自動車OEMはハードを基軸としたク
ルマ作りにおいて、創意工夫を凝らしながら
モノづくり機能をアップデートし、オペレー
ションを効率化してきた。その過程で培って
きた競争優位性を維持しながら、ソフトウエ
アに対しても今後はより力を注いでいかなけ
ればならない。このソフトウエア化の荒波の
中でも、過去のしがらみにとらわれることな
く未来志向のマインドを浸透させていけば、
新しいクルマ作りの世の中においても、日系
自動車OEM各社は世界のトップに君臨でき
ると信じてやまない。

注

1 インフォテインメント（In Vehicle Infotainment）。
主に自動車（車載システム）に対して用いられ
る用語で、「娯楽の提供」「情報の提供」を実現
するシステムの総称、またはその両機能の提供
を実現するシステムの呼び名

2 Electronic Control Unitの略。主に自動車に制御
される電子制御ユニットとのことを示す

3 Hardware Abstraction Layerの略。コンピュー

ターの構成を階層化したモデルのうち、ソフト
ウエア側の最下層でハードウエアごとの仕様の
違いを吸収し、共通の方法で取り扱えるように
する役割を果たす階層

4 Over the airの略。一般的にデータの送受信を無
線通信で行うための技術を示す。OTAを活用す
ることで、IoT機器のソフトウエアやファーム
ウエアのアップデートのプログラムを無線経由
で送受信することが可能になる

5 System on a chipの略。システムを構成するす
べての機能を一つの半導体チップによって実現
する意味を示す

6 Full Self Driveの略。テスラの完全自動運転向
けソフトウエアの名称

7 Request for Quotationの略。物品やサービスの
購入先、その候補となる企業などに対し、価格
やその内訳などを記した見積書を作成するよう
に依頼する依頼文書
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